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商品別収支・単価・物数 【2022年度郵便事業収支】

※単位未満を四捨五入して表示しています。
※1通あたり平均単価の欄の数値は、単位未満を四捨五入する前の数値で算出しています。
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（参考）値上げした場合の郵便事業の収支の見通し

※金額は、単位未満を四捨五入して表示しています。

(単位：億円)

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

営業収益 12,556 11,915 12,728 13,538 13,002 12,658 12,330

営業費用 12,767 12,835 13,137 13,470 13,402 13,440 13,562

営業損益 ▲211 ▲919 ▲409 67 ▲400 ▲782 ▲1,232
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正社員の平均賃金の推移 

１ 企業規模別の比較 

 

※ 日本郵便の「平均賃金」は、春闘時期における平均賃金に妥結額を加算した額（月額）。

「全体」は、厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」における企業規模別賃金のうち、「企業規模計(常用労働者 10人以上)」の数値。

「大企業」は、厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」における企業規模別賃金のうち、「大企業(常用労働者 1,000人以上)」の数値。

「中小企業」は、厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」における企業規模別賃金のうち、「中企業(常用労働者 100~999 人)」及び「小企業(10～99)」の数

値を加重平均して算出。
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２ 運輸業、郵便業等との比較 

※ 日本郵便の「平均賃金」は、春闘時期における平均賃金に妥結額を加算した額（月額）。

「運輸・郵便業_全体」は、厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」における「運輸業、郵便業」の賃金のうち、「企業規模計(常用労働者 10人以上)」の数値。

「運輸・郵便業_大企業」は、厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」における「運輸業、郵便業」の賃金のうち、「大企業(常用労働者 1,000人以上)」の数値。

「運輸業、郵便業及び金融業、保険業_全体」は、厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」における「運輸業、郵便業」及び「金融業、保険業」の賃金のうち、「企業規

模計(常用労働者 10人以上)」の数値を加重平均して算出。
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